
（８）昇給号給数調整の状況 

（９）職員手当の状況（令和５年４月１日現在）

※管理職を除く全職員分（令和４年度）

職員数　A
昇給号給数の調整を
行った職員数　B
比率　B/A
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昇給号給数の調整を
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比率　B/A
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月額12,000円※1を超
える家賃を支払ってい
る職員に対し、負担し
ている家賃の額に応じ
て最高27,000円※2（家
賃55,000円※3以上の場
合）まで支給

・交通機関利用者（電車、
バス利用者）
　負担している運賃の額
に応じて、1 か月当た
り最高 55,000 円まで
支給

・交通用具使用者
　通勤距離に応じて月額
2,000円～ 31,600 円
支給

期末手当
6月期
  1.20月分
12月期
  1.20月分
計2.4月分
勤勉手当
6月期
  1.00月分
12月期
  1.00月分
計2.0月分
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国の制度内容

（令和５年度支給割合）
　　　　期末手当　勤勉手当
  6月期 1.225月分 0.975月分
12月期 1.225月分 0.975月分
　　 計   2.45月分　1.95月分

役職加算0～ 15％
（新潟県と同様）

寒冷地に勤務する職員に
対して世帯の状況に応じ
て最高月額17,800円ま
で支給

なし
退
職
手
当

（支給率） 自己都合
勤続20年　19.6695月分
勤続25年　28.0395月分
勤続35年　39.7575月分
最高限度額　47.709月分
（支給率） 定年・定年前早期退職
勤続20年　24.58688月分
勤続25年　33.27075月分
勤続35年　47.709月分
最高限度額　47.709月分
その他の加算措置
定年前早期退職特別措置
（２％～45％加算措置）
1人当たり平均支給額
1,460万円（令和４年度）

扶
養
手
当

配偶者   6,500円
子 10,000円
父母等   6,500円
（16歳～ 22歳の子
１人につき5,000円加算）

―

なし ―

33.4％
1,624円
19種類

職員全体に占める手当支給職員の割合
支給対象職員1人当たり平均支給月額
手当の種類（手当数）

特
殊
勤
務
手
当（
令
和
４
年
度
）

内　容 全職種

代表的な
手当の名称

支給額の多い手当

救急業務手当

救急業務手当
多くの職員に
支給されている手当

時間外
勤務手当

支給総額
職員1人当たり平均支給月額

156,698千円
28,511円

（10）特別職の報酬等の状況（令和５年４月１日現在）

（令和５年度支給割合）
  6月期　1.650月分
12月期　1.650月分
　 計　　  3.30月分
　　　役職加算15％

区 分

給
与

報
酬

給料月額等 期末手当
市長
副市長
教育長
議長
副議長
議員

820,000円
630,000円
576,000円
387,000円
319,000円
300,000円

区 分
市長
副市長
教育長

退職手当（任期満了時）
給料月額×在職月数×29/100
給料月額×在職月数×21/100
給料月額×在職月数×17/100
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間（令和５年４月１日現在）

６ 職員の研修および勤務成績の評定の状況
（１）職員研修の主な実施状況（令和４年度）

（２）職員評価制度
　職員の一定期間の業務実績、執務態度、職務遂行
能力を客観的、組織的、定期的に考課することによ
り人事管理に反映させるため、評価を行っていま
す。また、人材育成を主眼として目標管理面談制度
を運用しています。
　平成 28年度からは、より客観的で透明性の高
い評価を行い、能力や実績に基づく人事管理、処遇
への反映、人材育成につなげるため人事評価制度
を導入しています。

７ 職員の福祉および利益の保護の状況
（１）健康診断の実施状況（令和４年度）
　　定期健康診断および人間ドック受診者数 469人
（２）公務災害および通勤災害の発生件数（令和４年度）
　　　公務災害　1件
　　　通勤災害　1件

８ 新潟県市町村総合事務組合公平委員会の
　 糸魚川市に係る業務状況
（１）勤務条件に関する措置の要求件数（令和４年度）
　　0件
（２）不利益処分に関する不服申立件数（令和４年度）
　　0件

問 合 先　総務課 職員係 ☎552-1511

（３）育児休業および部分休業の取得状況（令和４年度）

育児休業

育児部分休業
高齢者部分休業
修学部分休業

14人（男１人、女13人）
うち令和４年度新規取得者
８人（男１人、女７人）

７人
０人
０人

区 分

一　般
行政職

1週間当たり
38時間 45分勤務

・日曜日および
　土曜日
・国民の祝日
・年末年始
　（12月29日
　　  ～ 31日、 
  　1 月 2 日
　　　～ 3 日）

勤務時間
始業時間 終業時間

休日等

午前
8時30分

午後
5時15分

（２）休暇の取得状況
　　（令和４年１月１日～令和４年12月 31日）
年次休暇

特別休暇

産前・
産後休暇

療養休暇

対象者数：492人

対象者数：492人

取得者数：9人

取得者数：27人

平均取得日数：8.4 日
対象者 1人当たり
平均取得日数：5.5 日

対象者 1人当たり
平均取得日数：100.1 日

対象者 1人当たり
平均取得日数：51.0 日

４ 職員の分限および懲戒処分の状況
（１）分限処分の件数 
　　および処分事由
　　（令和４年度）

処分名
休職

事　由
心身の故障

人数
20人

（２）懲戒処分の件数
　　および処分事由
　　（令和４年度）

処分名
―

事　由
―

人数
―

５ 職員の服務の状況
　　営利企業等の従事許可の
　　事由別人数（令和４年度）

事　由
不動産の貸付

人数
1人

職務階層別
研修

専門研修

民間専門
研修

庁内
集合研修

ＯＪＴ
職場勉強会
ｅラーニング

区　分 内　容 受講者数
新採用職員、主任、主査、係長、
課長補佐、課長級研修 など
契約、徴収、ＤＸ、ファシリテーター
養成、事務ミス防止研修 など
ビジネスマナー、保育事業、都市計画、
森林政策、民間企業就労体験研修 など

会計、遅延防止、窓口、税務研修など
毎日の朝礼を係単位で実施
ｅラーニングの実証

情報セキュリティ、コンプライアンス、
ハラスメント防止、メンタルヘルス
研修 など

   56 人

   31 人

70人

813人
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